
■ 目的 (法第１条）

① 高齢者虐待の防止

② 高齢者虐待を受けた者の保護

③ 養護者の負担軽減

■ 虐待の類型 (法第２条）

① 身体的虐待
② 介護・世話の放棄・放任（ﾈｸﾞﾚｸﾄ）
③ 心理的虐待
④ 性的虐待
⑤ 経済的虐待

■ 定義 (法第２条）

「高齢者」とは・・・

「養護者」とは・・・

「養介護施設従事者等」とは・・・

高齢者虐待防止法
（Ｈ１８．４．１施行）

『高齢者の虐待防止，高齢者の養護者に対する支援等に関する法律』

高齢者を現に養護する者であって，養介護施設
従事者等以外のもの

６５歳以上の者

老人福祉法または介護保険法に規定する養介護施設，
養介護事業において業務に従事する者

※ 業務時従事する者は，直接介護サービスを提供しない施設長や事務職員，
介護職以外で直接高齢者と関わる職種も含む。
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養介護施設・養介護事業とは

養介護施設 養介護事業

老人福祉法
による規定

・老人福祉施設
・有料老人ホーム

・老人居宅生活支援事業

介護保険法
による規定

・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・介護療養型医療施設
・介護医療院
・地域密着型介護老人福祉

施設
・地域包括支援センター

・居宅サービス事業
・地域密着型サービス事業
・居宅介護支援事業
・介護予防サービス事業
・地域密着型介護予防サービス

事業
・介護予防支援事業
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令和６年度介護保険施設等集団指導
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養介護施設従事者等の通報義務

●養護者による虐待【家庭内虐待】 （高齢者虐待防止法第７条）
・生命又は身体に重大な危険がある場合
・それ以外の場合

●養介護施設従事者等による虐待【施設内虐待】 （同法第21条）
○従事者等本人が従事する施設等で発見

○それ以外で発見
・生命又は身体に重大な危険がある場合
・それ以外の場合

虐待を受けたと思われる高齢者を発見したら

市町村へ通報

※生命等への重大な危険の有無に関わらず，通報義務がある。
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通報義務
努力義務

通報義務

通報義務
努力義務

通報者の保護
（高齢者虐待防止法第21条）

●守秘義務との関係

や に問われることはない。

●不利益取扱いの禁止

通報したことを理由として を受けない。

※いずれも，虚偽・過失を除く。

早期発見・早期対応をはかるため

虐待と疑われる事案が発生したときこそ・・・
適切なケア・サービスの提供ができているか確認・検討を 

不利益な扱い

秘密漏示罪 守秘義務違反

（解雇，降格，減給など）
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 ※生命等への重大な危険の有無に関わらず，通報義務がある。



身体的拘束等に対する考え方

※例外的に身体的拘束等を行う場合の適用規定がある介護保険施設等（特養，

老健，介護医療院，特定施設入居者生活介護，認知症対応型共同生活介護等）以外の
介護サービスについては，身体的拘束等は例外なく認めらない

適用規定がある介護保険施設等においても「緊急やむを得ない場合」の適正
な手続きを経ていない身体的拘束は，原則として高齢者虐待に該当します

1

身体的拘束等に対する考え方

2

以下の措置が講じられていない場合，身体拘束廃止未実施減算が適用される
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3

虐待防止規定

※経過措置期間の終了

4

以下の措置が講じられていない場合，高齢者虐待防止措置未実施減算が適用される
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要介護施設従事者等による高齢者虐待の類型

※高齢者虐待防止マニュアル（厚生労働省R5年３月）より抜粋
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19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

相談・通報件数

虐待判断件数

対前年度比
△１件（3.8％）減

379 451 408 506 
687 736 

962 1,120 
1,640 

1,723 
1,898 

2,187 2,267 
2,097 

2,390 

2,795 

62 70 76 96 151 155 221 300 408 452 510 621 644 595 
739 856 
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19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

相談・通報件数

虐待判断件数

養介護施設従事者等による虐待の状況本県

全国

対前年度比
△４件（36.4％）減

対前年度比
＋４０５件（16.9％）増

対前年度比
＋１７７件（15.8％）増
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0 5 10

職員の虐待や権利擁護，身体拘束に関する知

識･意識の不足

職員のストレス・感情コントロール

職員の業務負担の大きさ

職員の高齢者介護や認知症ケア等に関する知

識・技術不足

職員の倫理観・理念の欠如

職員の性格や資質の問題

待遇への不満

虐待を行った職員の課題0 5 10

職員の指導管理体制が不十分

チームケア体制・連携体制が不十分

虐待防止や身体拘束廃止に向けた取組が不十分

事故や苦情対応の体制が不十分

職員研修の機会や体制が不十分

職員が相談できる体制が不十分

業務負担軽減に向けた取組が不十分

介護方針の不適切さ

開かれた施設・事業所運営がなされていない

高齢者へのアセスメントが不十分

職員同士の関係・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが取りにくい

組織運営上の課題

（住宅型）有料

老人ホーム

57.1%

認知症対応

型共同生活

介護
14.3%

特別養護老人ホーム

14.3%
通所介護等

14.3%

養護老人ホーム 0.0%

虐待があった施設等

75～79歳
16.7%

80～84歳
33.3%

85～89歳
16.7%

90歳以上

33.3%

被虐待者の年齢

女
100.0%

被虐待者の性別

身体的虐待

57.1%

心理的虐待

28.6%

性的虐待，介護放棄等 14.3%

虐待の類型
本県の施設内虐待の状況（令和４年度）

身体的虐待，心理的虐待で85％を
占める 被虐待者はすべて女性

全員が後期高齢者 (住宅型)有料老人ホームが最多

（件） （件）
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高齢者虐待の発生要因等について
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毎日新聞R5.12.6
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